
地方卸売市場行橋市魚市場業務条例施行規則 

地方卸売市場行橋市魚市場業務条例施行規則（平成９年行橋市規則第２４号）の

全部を改正する。 

（趣旨） 

第１条 この規則は、地方卸売市場行橋市魚市場業務条例（令和２年行橋市条例第３

号。以下「条例」という。）の施行に関し、必要な事項を定めるものとする。 

 （定義） 

第２条 この規則における用語の意義は、特に定めるものを除き、条例の例による。 

（卸売業者の許可申請に係る添付書類） 

第３条 条例第１０条第２項（条例第１８条第４項において準用する場合を含む。）

に規定する許可申請書（様式第１号）に添付する規則で定める書類は、次に掲げ

るものとする。 

⑴ 定款 

⑵ 登記事項証明書 

⑶ 業務を執行する役員の身分証明書（市長村長が発行するもの）及び履歴書並

びに代表者の写真及び印鑑証明書 

⑷ 株主若しくは出資者又は組合員の氏名又は名称及びその持株数又は出資額を

記載した書面 

⑸ 直前事業年度の貸借対照表 

⑹ 直前事業年度の損益計算書 

⑺ 法人市民税の納税証明書 

⑻ 許可申請の日から起算して２年間における事業計画書 

⑼ 条例第１０条第３項第１号、第３号、第４号又は第６号のいずれにも該当し

ないことを誓約する誓約書（様式第２号） 

（保証金の額） 

第４条 条例第１３条に規定する卸売業者の預託すべき保証金の額は、２００万円と



する。 

（卸売業者による事業報告書の提出等） 

第５条 条例第２０条第１項に規定する事業報告書の作成及び提出は、卸売市場法施

行規則（昭和４６年農林水産省令第５２号）第２１条第１項に定めるところによ

る。 

２ 条例第２０条第２項の規定による閲覧は、卸売業者の事務所における備置きその

他の適切な方法により行わなければならない。 

３ 条例第２０条第２項に規定する規則で定める財務に関する情報は、貸借対照表及

び損益計算書とする。 

４ 条例第２０条第２項に規定する規則で定める正当な理由は、次に掲げるものとす

る。 

⑴ 当該卸売業者に対して卸売のための販売の委託又は販売をする見込みがない

と認められる者から閲覧の申出がなされた場合 

⑵ 安定的な決済を確保する観点から当該卸売業者の財務の状況を確認する目的

以外の目的に基づいて閲覧の申出がなされたと認められる場合 

⑶ 同一の者から短期間に繰り返し閲覧の申出がなされた場合 

 （せり人登録証及び記章） 

第６条 条例第２１条に規定するせり人登録証及びせり人記章は、様式第３号に定め

るとおりとする。 

２ 条例第２１条第３項に規定する有効期間は、引き続きせり売りの業務に従事する

者については、同一の内容によって更新されるものとする。 

（買受人の許可申請に係る添付書類） 

第７条 条例第２５条第２項（条例第２９条第４項及び条例第３２条第４項において

準用する場合を含む。）に規定する規則で定める書類は、次の各号に掲げる買受

人の許可を受けようとする者の区分に応じ、当該各号に定めるとおりとする。 

⑴ 個人である場合 次に掲げる書類 



ア 当該個人の履歴書、住民票の写し、身分証明書（市長村長が発行するもの）、

印鑑登録証明書及び写真 

イ 直前事業年度の貸借対照表又はこれに類する書類 

ウ 直前事業年度の損益計算書又はこれに類する書類 

エ 市町村税の納税証明書 

オ 許可申請の日から起算して２年間における事業計画書 

カ 条例第２５条第４項第１号、第３号又は第４号のいずれにも該当しないこと

を誓約する誓約書（様式第４号の１） 

⑵ 法人である者 次に掲げる書類 

ア 定款 

イ 登記事項証明書 

ウ 業務を執行する役員の身分証明書（市長村長が発行するもの）及び履歴書並

びに代表者の写真及び印鑑証明書 

エ 株主若しくは出資者又は組合員の氏名又は名称及びその持株数又は出資額を

記載した書面 

オ 直前事業年度の貸借対照表 

カ 直前事業年度の損益計算書 

キ 法人市民税の納税証明書 

ク 許可申請の日から起算して２年間における事業計画書 

ケ 条例第２５条第４項第１号、第３号、第４号又は第６号のいずれにも該当し

ないことを誓約する誓約書（様式第４号の２） 

（買受人による変更申請に係る添付書類） 

第８条 条例第２５条第３項に規定する名称変更等届出書（様式第５号）に添付する

書類は、前条の規定により申請した事項に変更があった部分に係る書類とする。 

（買受人登録証及び記章） 

第９条 条例第２８条第２項に規定する買受人登録証及び買受人記章は、様式第６号



に定めるとおりとする。 

（買受代理人登録申請書に係る添付書類） 

第１０条 条例第２９条第３項に規定する買受代理人登録申請書（様式第７号）に添

付する書類は、身分証明書（市町村長が発行するもの）、戸籍抄本、住民票及び

卸売業者の意見書とする。 

 （買受人以外の者との相対取引に係る報告） 

第１１条 卸売業者は、買受人以外の者を相手方として、相対取引によって卸売業務

を行った場合は、当該卸売をした日の属する月の翌月１０日までに、次に掲げる

事項を記載した相対取引報告書（様式第８号）により、市長に対して報告しなけ

ればならない。 

⑴ 卸売業者の名称 

⑵ 当該卸売をした生鮮水産物等の品目、産地、数量及び出荷者並びに相手方 

 （卸売業者による売買取引の条件の公表） 

第１２条 条例第３９条の規定による公表は、次に掲げる事項について、卸売市場又

は卸売業者の事務所の見やすい場所における掲示その他の適当な方法によって行

わなければならない。 

 ⑴ 営業日及び営業時間 

 ⑵ 取扱品目 

 ⑶ 生鮮水産物等の引渡しの方法 

 ⑷ 委託手数料その他生鮮水産物等の卸売に関して出荷者又は買受人が負担する費

用の種類、内容及び額 

 ⑸ 生鮮水産物等の卸売に係る販売代金の支払期日及び支払方法 

（受領した生鮮水産物等に異状を認めた場合の報告） 

第１３条 条例第４０条第１項に規定する物品受領通知書及び売買仕切書は、業務内

容を的確に把握することができる様式によるものとし、かつ、市長の承認を受け

たものでなければならない。 



２ 市長は、前項に規定する物品受領通知書及び売買仕切書が不適当であると認める

ときは、卸売業者に対して、その変更を指示することができる。 

３ 卸売業者は、条例第４０条第１項及び第２項の規定により、生鮮水産物等の検収

を行った場合は、次に掲げる事項を記載した検収報告書（様式第９号）をもって

速やかに市長に対して報告しなければならない。 

 ⑴ 卸売業者の名称 

 ⑵ 当該検収を行った生鮮水産物等が卸売市場に到着した日時 

 ⑶ 当該検収を行った生鮮水産物等の品目、産地及び数量並びに委託者及びその代

理人の氏名又は名称及び住所 

 ⑷ 異状の内容、程度及び原因並びに異状を認めた生鮮水産物等の数量 

 （卸売業者による売買取引の結果等の報告） 

第１４条 条例第４５条の規定による報告は、その日の主要な品目の卸売の数量及び

卸売価格を記載した報告書を提出して行わなければならない。 

２ 前項の報告は、同項に定めるもののほか、条例第３５条に定める売買取引の方法

に応じて、高値（最も高い卸売価格をいう。）、中値（最も卸売の数量が多い卸

売価格をいう。ただし、個々の商品ごとに卸売価格を決定する品目については、

加重平均価格をいう。）及び安値（中値未満の卸売価格のうち、最も卸売の数量

が多い卸売価格をいう。ただし、個々の商品ごとに卸売価格を決定する品目につ

いては、最も低い卸売価格をいう。）に区分し、その日の卸売が終了した後速や

かに報告しなければならない。 

 （卸売業者による売買取引の結果等の公表） 

第１５条 条例第４６条の規定による公表は、当該卸売業者の取扱品目に属する生鮮

水産物等に関する次に掲げる事項について、卸売市場の見やすい場所における掲

示その他の適当な方法によって行わなければならない。 

⑴  その日の主要な品目（別表に規定する品目をいう。以下同じ。）の卸売予定

数量及び産地 



 ⑵ その日の主要な品目の卸売の数量及び卸売価格 

 ⑶ その月の前月における委託手数料の受領総額 

２ 前項の公表においては、同項に定めるもののほか、次に掲げるところにより、こ

れを行わなければならない。 

 ⑴ 前項第１号に掲げる事項にあっては、条例第３５条に規定する売買取引の方法

に従って、その日の卸売を開始する時刻の３０分前までに行わなければならない。 

 ⑵ 前項第２号に掲げる事項にあっては、条例第３５条に規定する売買取引の方法

に従って、卸売価格を高値、中値及び安値に区分しなければならない。 

 ⑶ 前項第３号に掲げる事項にあっては、その月の末日までに行わなければならな

い。 

（市長による売買取引の結果等の公表） 

第１６条 条例第４７条の規定による公表は、魚市場の取扱品目に属する生鮮水産物

等に関する次に掲げる事項について、卸売市場の見やすい場所における掲示その

他の適当な方法によって行わなければならない。 

 ⑴ その日の主要な品目の卸売予定数量及び産地 

 ⑵ その日の主要な品目の卸売の数量及び卸売価格 

２ 前項の公表においては、同項に定めるもののほか、次に掲げるところにより、こ

れを行わなければならない。 

 ⑴ 前項第１号に掲げる事項にあっては、第１４条の規定による報告を受けた後、

速やかに条例第３５条に規定する売買取引の方法に従って、前日の主要な品目の

卸売の数量及び卸売価格を併せて公表しなければならない。 

 ⑵ 前項第２号に掲げる事項にあっては、条例第３５条に規定する売買取引の方法

に従って、卸売価格を高値、中値及び安値に区分しなければならない。 

 （卸売価格の変更） 

第１７条 条例第５１条に規定する正当な理由がない場合とは、卸売をした生鮮水産

物等が種類、品質又は数量に関して著しく契約の内容に適合しないものである場



合とする。 

 （施設の使用指定等） 

第１８条 条例第５２条第１項又は第２項の規定により魚市場施設（魚市場内の用地

及び建物その他の施設をいう。以下同じ。）の使用指定等を受けようとする者は、

次に掲げる事項を記載した魚市場施設使用申請書（様式第１０号）を市長に提出

しなければならない。 

 ⑴ 氏名又は名称及び住所 

 ⑵ 使用指定等を受けようとする魚市場施設の使用面積、使用期間及び使用目的 

 ⑶ 前２号に定めるもののほか、市長が必要であると認める事項 

 （施設の用途変更等） 

第１９条 使用者（条例第５２条第１項に規定する指定又は同条第２項に規定する許

可を受けた者をいう。以下同じ。）は、条例第５３条ただし書の規定により魚市

場施設の用途を変更しようとするときは、次に掲げる事項を記載した用途変更承

認申請書（様式第１１号）に当該用途変更に係る設計書及び費用見積書を添えて、

市長に提出しなければならない。 

 ⑴ 氏名又は名称及び住所 

⑵ 使用指定等を受けた魚市場施設の使用面積、使用期間及び使用目的 

 ⑶ 当該用途変更後の用途、用途変更の時期及び用途変更の理由 

 ⑷ 前３号に定めるもののほか、市長が必要と認める事項 

２ 使用者は、条例第５３条ただし書の規定により魚市場施設の全部若しくは一部を

転貸し、又は他人に使用させようとするときは、次に掲げる事項を記載した転貸

等承認申請書（様式第１２号）を市長に提出しなければならない。 

 ⑴ 氏名又は名称及び住所 

 ⑵ 使用指定等を受けた魚市場施設の使用面積、使用期間及び使用目的 

 ⑶ 当該転貸又は使用（次号において「転貸等」という。）に係る相手方の氏名又

は名称及び住所 



 ⑷ 当該転貸等をする魚市場施設の面積、転貸等の期間及び転貸等の理由 

 （施設の原状変更） 

第２０条 使用者は、条例第５４条ただし書の規定により魚市場施設に増築、改築、

造作の付加、模様替その他の原状に変更を加える行為（以下この条において「施

設の原状変更」という。）を行おうとするときは、次に掲げる事項を記載した原

状変更承認申請書（様式第１３号）に当該施設の原状変更に係る設計書及び費用

見積書を添えて、市長に提出しなければならない。 

 ⑴ 氏名又は名称及び住所 

 ⑵ 当該施設の原状変更を行おうとする場所、内容及び理由 

 ⑶ 当該施設の原状変更に工事を伴う場合は、当該工事の施行者の氏名又は名称及

び住所 

 ⑷ 前各号に定めるもののほか、市長が必要と認める事項 

２ 条例第５５条ただし書の規定により施設の原状変更を行う使用者は、当該施設の

原状変更を行った後、速やかに市長にその旨を届け出て、検査を受けなければな

らない。 

３ 条例第５５条ただし書の規定により施設の原状変更を行う使用者は、前項に規定

する検査を受けた後でなければ、当該施設の原状変更を行った部分を使用するこ

とができない。 

 （身分を示す証明書） 

第２１条 条例第５９条第２項の身分を示す証明書は、様式第１４号に定めるとおり

とする。 

（委任） 

第２２条 この規則の施行に関し必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

 この規則は、令和２年６月２１日から施行する。 

 



別表（第１５条関係） 

種類 品目 

鮮魚 いわし類 あじ類 さば類 たい類 いか類 貝類 ぶり ひ

らす かんぱち かつお まぐろ かれい ひらめ たちうお  

すずき とらふぐ たこ くるまえび よしえび うに かき 

はも さけ あなご 

塩干加工品 銀さけ 紅さけ あかうお さば かれい たらこ かずのこ 

いりこ ちりめん ししゃも たこ かに 

 


